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広域災害時における公的機関の被害・災害対応データの現状と課題 
―東北地方太平洋沖地震での避難所避難者データを事例として― 

 
Clarifying the Characteristics of Data Set and Data Sharing about Damage 
 and Disaster Responses in Government in Widespread Gigantic Disaster 

－A Case Study of the Data of Evacuees in Evacuation Shelters  
in the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku Earthquake－ 
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In the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku Earthquake occurred on March 11th, we shed light on the 
characteristics of the data sharing among public offices.  They sent or exchanged paper-based 
information because of security, defacing, divulgation and personal information, so they have to entry 
from non-electronic data manually when they need digital data set.  We proposed necessity of 
clarifying the standards of data entry and data set and constructed the data format of “evacuees in 
shelters data set” using the three disaster-affected local governments. 
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１．研究の背景・目的 
 
(1) 東日本大震災が社会に与えた被害・影響 

 2011 年(平成 23 年)3 月 11 日（金）14 時 46 分、三陸沖

にて Mw 9.0 の超巨大地震・津波が発生した。東北地方太

平洋沖地震と命名されたこの地震では、震度 7が宮城県栗

原市、震度 6 強が宮城県・福島県・茨城県・栃木県の 4

県 33 市町村、震度 6 弱が岩手県・宮城県・福島県・茨城

県・千葉県・栃木県・群馬県・埼玉県の 8 県 70 市町村と

いう広範囲における揺れを観測した 1)。 

地震発生から 3分後の 14 時 49 分には、気象庁より大津

波警報が発表され、論文執筆時点(2011 年 5 月)で明らか

になっている主な検潮所で観測した津波の観測値は、宮古

で 8.5m 以上(最大波 15 時 26 分)、大船渡で 8.0m 以上(最

大波 15 時 18 分)、石巻市鮎川で 7.6m 以上(最大波 15 時

25 分)、相馬で 9.3m 以上(最大波 15 時 51 分)となってい

る 2)～4)。 

このような広域巨大災害において、複数の地方自治体で

甚大な被害が発生した。人的被害は、論文執筆時点での最

新情報（2011 年 8 月 25 日）では 5)、死者 15,863 人、行

方不明者 4,414 人、負傷者 5,901 人を数え、死者・行方不

明者数では、明治維新以降の近現代日本において、明治三

陸津波(1896 年(明治 29 年))の 26,360 人に次ぎ 6)、戦後

日本においては阪神・淡路大震災(1995 年(平成 7 年))の

6,437 名を大きく上回る大災害となった 7)。また岩手県・

宮城県・福島県の 22 市町村で死者・行方不明者が 100 人

を上回った 5)。 

 建物被害は、論文執筆時点での最新情報（2011 年 8 月

25 日）では、全壊 114,591 棟、半壊 155,584 棟、一部損

壊 561,119 棟にのぼった。全壊 100 棟以上の県は、全壊棟

数の多い順に宮城県・岩手県・福島県・茨城県・千葉県・

青森県・栃木県の 7県にわたり、現代都市において複数県
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が同時大規模被災をする初めての災害になり、北海道から

高知県までの 22 都道県が災害対策本部を設置した 5)。 

 また、複数県にまたがる広域被災の他に、放射能による

長期にわたる汚染、津波災害による地域の壊滅的被害と津

波防災対策の見直し、広範囲にわたる地盤沈下、大量のガ

レキの発生、破傷風等の衛生問題、電力不足による社会経

済活動への影響などの事態が発生し、震災から 5ヶ月が経

過した論文執筆時点においても、「想定外」という言葉が

テレビ・新聞等を賑わせている。 

 

(2)政府の対応と複数県にまたがる広域災害の難しさ 

 政府は、地震後の 14 時 50 分に官邸対策室を設置、15

時 00 分には緊急参集チーム協議を開始し、緊急消防援助

隊、警察広域緊急援助隊、自衛隊の災害派遣部隊、海上保

安庁の救援救助部隊、災害派遣医療チーム(DMAT)による被

災地への広域支援等の必要性について確認した。 

 15 時 14 分には緊急災害対策本部が設置され、以降、緊

急災害対策本部会議(第 1回 15 時 37 分)、総理大臣記者発

表(第 1 回 16 時 54 分)、官房長官記者会見(第 1 回 16 時

57 分)が継続的に開催された。また、18 時 42 分には政府

調査団が宮城県に向けて派遣された 8)。 

 このように政府の対応は概ね迅速なものであったが、複

数県にわたって広域な被害が発生したため、その後の対応

において、被害情報等の収集は困難を極めた。各関係機関

から上がってくる情報を収集・整理・分析して、「いま何

が起きているのか」という全体像を描き出すためには、そ

れぞれの自治体に問いあわせて得られた断片的な情報を

集約する作業だけでなく、各自治体が持つ独自の表・デー

タフォーマットを突合しながら１枚のデータセットにす

る作業に加え、全体像を描き出すために、また対応を行う

ために不足する情報（項目）があると、その都度自治体に

問い合わせをしなければいけなかった。 

 

(3) 本研究の目的 

本研究では、前節のような課題を解決するために、行政

における被害・災害対応データの特徴について整理した後、

長期的な災害対応のための基礎資料となる「避難所避難者

データ」に具体的に焦点をあて、複数自治体における避難

所避難者データフォーマットの違い・特徴と、それらを地

図で一元的に表示化するために必要なデータセットの作

成について論じることで、広域災害時における複数自治体

が共有すべきデータセットのあり方について論じた。 

 

 

２．公的機関情報を集約・一元化する 
 

(1) 先行研究 

 公的機関情報を集約・一元化するためには、これまでに

も先行研究が存在する。中央防災会議「防災情報の共有化

に関する専門調査会」(2003)では、防災機関内の防災情報

の共有化に関する具体的施策として、迅速・的確な情報収

集、信頼性の高い大容量防災通信、情報の共有化・標準化、

総合化による情報の有効活用の 4点を挙げている 9)。防災

科学技術研究所（研究代表者）(2007)は「危機管理対応情

報共有技術による減災対策」として、行政機関、公共機関、

災害対策基本法で規定する指定行政機関や指定公共機関

をローカルネットワークでつないだ減災情報共有プラッ

トフォームを用いて、各機関の情報を集約・一元化するこ

とを提唱している 10)。また、鈴木・天見(2009)は、災害

対応に関する情報項目を予め設定した分類項目で整理し

て共有情報データベースを作成し、このデータベースに基

づいて災害時の情報の流れを情報フロー図として整理し

ている 11)。谷・荒沢ら(2010)は、2010 年の小樽大雨災害

における被災地方自治体との情報共有の現状と課題につ

いて事例をもとに提案している 12)。 

これらの報告・研究はすべて示唆に富んだものであるが、

今回の東日本大震災では、筆者が内閣府を拠点に活動をし

ていた限りにおいて、 

1)広域災害のため関係する災害対応組織が多く、ネット

ワークによる一元的な情報集約システムはほとんど

利用されなかった 

2)普段は利用していないシステムに対して、起動方法・

利用方法を知らないなどシステム利用のハードルが

高く、また人事異動のためにシステム自体が存在して

いることを知らない職員がいた 

3)刻一刻と変化する情報に対応するために情報システ

ムへ入力するのではなくホワイトボードへの各種情

報の書き込み・貼り付けや紙地図などによって部内の

情報共有が図られていた 

4)内閣府において各省庁から入ってくる情報はほぼ電

話回線を通した FAX(紙ベース)であった 

5)数値を使って整然と表などでまとめられた情報は少

なく、たとえ表でまとめられていても手書きによる対

応に関する補足事項や注意事項、組織内でのオフレコ

や個人情報に関する情報・備考などの文字情報が多か

った、という現状があった。 

そのために、本研究では、各関係機関が独自の表・デー

タフォーマットによって FAX などを通して紙ベースで情

報が送られてきたとしても、それをどのような知恵を用い

ながら迅速・的確にデジタルデータとしてデータセット化

するか、また、各関係機関のフォーマットが違ったとして

も、受信した立場の人間が災害対応を行うめに必要最低限

東北地方太平洋沖地震
緊急地図作成チーム（Emergency Mapping Team）

【全国規模での地図作成機能の必要性】
全国規模での災害対応における状況認識の統一

●乱立する情報を纏めることが必要（インターネット上で情報が乱立）
●意思決定機関への情報提供には、可視化が必要（地図などの必要性）
●空間を活用した経験者の知見を統合し、状況を推測することが必要

そこで、全国規模での状況認識の統一を可能にするために、志を同じくする者が集い
「東北地方太平洋沖地震緊急地図作成チーム（Emergency Mapping Team）」を
2011年3月12日（土）結成し、内閣府防災担当を協力を得て地図作成活動を開始しました。

EMTの活動拠点
（合同庁舎５号館 内閣府 特別会議室）

官邸の動きを捉えながら地図ニーズの可能性を検討

図 1 EMC での活動の様子（上）と EMT の HP（下） 



 

 335

な情報（項目）は何かを明らかにすることで「情報発信機

関への問い合わせ」という二度手間を避けるか、という現

場での実情をもとにした災害対応に必要なデータセット

づくり・情報づくりを研究の目的としているところに大き

な意味がある。 

 

(2) 東北地方太平洋沖地震・緊急地図作成チームの活動 

 2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震につ

いて、翌日 12 日に全国規模での全体像の共有を主眼に、

志を同じくする研究者、民間企業、NGO 等の団体により「東

北地方太平洋沖地震緊急地図作成チーム」(Emergency 

Mapping Team: EMT)（以下、EMT）が結成され、内閣府（防

災担当）の要請等も受けて、内閣府・予防（合同庁舎 5

号館 3階 6 特別会議室）に地図作成センター（Emergency 

Mapping Center: EMC)（以下、EMC）を設置した。地図作

成センターは、4月 28 日までの 48 日間にわたって設置さ

れ、最終的には39団体が参加するまでに拡大した（図1）。

なおこれらの活動は、2007 年新潟県中越沖地震などでも

行われた支援活動である 13)～ 15)。 

 EMT が目指したものは GIS を用いた「地図による防災情

報の見える化」と「全国規模での情報の共有」である。具

体的には、1)各防災関係機関から提供されている各種情報

を同一基図上での地図情報として提供する、2)各防災機関

等が復旧対策等を検討するために必要とする情報地図を

作成する、さらに 3)それらの地図情報の「マッシュアッ

プ」による意思決定支援を行うことである。これにより、

住民、関係者、各防災機関や関係機関にとって、よりわか

りやすい情報になるとともに、関連情報を同一の地図上で

見ることも可能になる。防災機関等の中での状況認識の統

一にも繋がり、またそうした機関等での業務負荷量も少な

くすることに寄与できる。さらに、当面の対応だけでなく、

今後の復旧・復興にも、こうした地図上での整理はとても

重要であり、まちづくり･地域づくり・今後の防災対策に

も役立てていけることが考えられる 16)。 

 筆者は、この活動に参加するとともに、この活動におけ

るデータ入力・データセット作成チームの担当として内閣

府をはじめとする各関係機関の被害・災害対応データを取

り扱うこととなった。 

 

 

３．公的機関データの問題点 
 

(1) 内閣府に送られてきたデータの特徴と問題点 

省庁などの各関係機関より内閣府に送られて来た取り

まとめ報などのデータは、基本的に FAX で送られてきた。

これは省庁間では「基本的に FAX(電話回線を通した紙ベ

ース)で連絡する」という取り決めになっているために、

電子メールが使用可能であり、電子ファイルのやり取りが

問題なくできる今回の地震においても、情報のやり取りは

FAX で行われていた。そのため、表形式で送られてくるも

のについては、紙からエクセル等の表計算ソフトへ再入力

しなければ、地図化のためのデータベースを作成すること

ができず、この入力に多大な時間を費やすことになった。 

ワード・エクセルなどの電子ファイルでのやり取りにつ

いては、セキュリティ（複製、改ざん、漏洩）等の理由も

あり、また扱う情報の中に個人情報などの情報も含まれる

ことがあるため、省庁の職員間でも一般的には行われてい

なかった。また、FAX の中には、別の機関（例えば出先の

現地事務所など）から省庁を経由して内閣府に送られる資

料などもあり、これらの資料は 1 度別のところから FAX

で送られてきたものを、再度 FAX しているために、文字・

数値が不鮮明でかすれていたり読めなかったりして、表自

体を読み取ることができないものもあった。これを関係者

間では「又聞き」ならぬ「又 FAX」現象と名付け、データ

セット化における大きな問題点として認識していた。 

これらの問題点を解決するには、事前の取り決めのもと

に、人的被害、物的被害、避難者等の基本的な数値データ

（内閣府の取りまとめ報に掲載される基本的なデータ）に

ついては、雑多な文字情報まで送ることができる FAX とは

別に、電子ファイルのかたちで指定された電子メールアド

レスに送ることである。特に、地図作成においては、迅速

かつ正確なデジタルのデータセットが必要であり、電子デ

ータで入手することが効果的な対応のためには不可欠で

ある。電子ファイルを送るメーリングリストを予め作成し、

地図作成チームにとっては、責任者だけでもよいので、非

常時にはそこにアサインできるような仕組みが必要であ

る。 

  

(2) 行政職員が作成するデータの特徴と問題点 

 各省庁からの地図作成依頼が EMC に入ってくるように

なると、依頼に関係するデータについては、各省庁からワ

ード・エクセルなどの電子ファイルのかたちで直接入手で

きるようになった。しかし、入手したファイルは、たとえ

エクセルのような表計算ソフトに入力されたデータであ

っても、そのままデータセットとして利用できることは稀

であった。 

 図 2は、行政職員が作成したエクセルファイルの特徴を

まとめたものである。もちろんデータ科学・統計科学など

の知識・技術のある一部の職員は別であるが、多くの行政

職員は、エクセルを「書類作成ツール」として活用してい

るために、以下のような問題点が見られた。 

1)書類作成に必要なデータのみが残り、それ以外の、特

にローデータ・作成過程で作られたデータなどが削除

されている（データベースに必要なローデータがなく、

図 2 書類作成ツールとしてのエクセルファイル 

注意事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

書類作成ツールとしてのエクセル（印刷するには素晴らしい）

セルの色の違いで意味づけがされている

セルが結合されている

データ以外の図や文字列が挿入されている

数値と単位が同じセルに入力されている

２個

書類作成に必要なデータのみが残り、そ
れ以外（特にローデータ・作成過程で作
られたデータ等）が削除されている

結果

数値・文字に斜線を引く（削除を意味）

〃
同上

「〃」「同上」「不明」「調査中」が用いられる

不明
調査中

データ入力の際のお願い

• データの質を保証するために、以下のことについて必ず遵守してください。

１）必ず、新規の行にデータを入力してください。古いデータに上書きする・入力
済みデータの途中に新規の行を挿入することは一切しないでください。

２）セルを結合しないでください。またセルの中で改行しないでください。

また、セルの中でカンマ（,）を使わないでください。

３）不明なものは、迷わず空欄にしてください。新潟県担当者が後日確認します。
資料から読み取れないものについて、憶測で入力することはやめてください（新
潟県の不正会計処理につながることになります）。

４）支援内容については、支援日ごとに、支援内容・数量等を入力してください。
不明な点・問題があれば必ず王さんに相談して指示を受けて下さい。（支援日ご
とのデータが今後の新潟県の会計処理業務には必須です）

５）住所・市区町村名・都市名データは、必ず都道府県名から入れて下さい。

６）毎日、作業の最後に、王さんにデータを渡し、チェックを受けてもらってくだ
さい。

７）その他不明な点があれば、王さんに相談して指示を受けて下さい。

よりよい支援にするために、ご協力をよろしくお願い申し上げます！

Ver.４

図 3 行政職員へのデータ取扱インストラクション 
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地図化にとっては意味をあまりもたない加工済みデ

ータしか残っていないことがある） 

2)セルが結合されている 

3)数値・文字の上に斜線が引かれている（削除・キャン

セルを意味） 

4)セルの色の違いで意味づけがされている 

5)数値と単位が同じセル内に入力されている 

6)「〃」「同上」「不明」「調査中」といった文字が数値

列中に用いられている 

7)データ以外の図や文字列が挿入されている 

 

これらは、データセット作成の障害となるものであり、

これらの修正においても多大な時間を費やした。特に、デ

ータ件数が何万行もあるものについては、最初に漏れなく

すべての修正を行うことが難しく、一旦、データセット用

に加工・作成したものを、GIS 上で表記して、地図上で修

正点を見つけて、修正点についてはデータセットで修正を

して、また GIS 上で表記をして、というような、度重なる

手間が発生する事態となった。 

 これらの問題点を解決するのは難しい。行政職員はデー

タセット作成・処理の知見・技術を有したプロフェッショ

ナルではないので、行政職員の能力に原因を求めるのは理

に適わず、また事前もしくは発災直後にデータ入力に関す

る研修を行うことも難しい。考えられる解決策は 2つあり、

1つめは、発災してから必要に応じてデータセットを即席

で作成するのではなく、入力が必要となるデータセットの

フォーマットを事前に整理しておき、発災時にはそのデー

タセットのフォーマットに則ってデータを入力すること

である。例えば、消防庁の被害報における人的被害・物的

被害・対応状況に関しては、決まったフォーマットがあり、

そこに数値を入力しているためにデータベースとしての

転用が容易であった。しかしそれでも、「調査中」や「不

明」、「セルを結合することによる合算値」などによってそ

のまま修正なしでデータセットとして使用することはで

きなかった。 

 もう 1 つの解決策は、「データ入力やデータセット作

成・修正を行う人員（応援要員）を確保することである。

特に、データ入力・データセット作成応援に来た行政職員

に対して、データ入力・データセット作成作業におけるデ

ータの取り扱いについて、現場にいる専門家が注意点を示

して入力について指導することで、データ入力・データセ

ット作成作業の処理能力を上げる」ことである。 

 図 3 は、2007 年新潟県中越沖地震において、新潟県災

害対策本部にデータ入力・データセット作成の応援に来た

近畿ブロック（2府 7県）の職員に対して行った「データ

入力の際のお願い」である。標準的なスケジュールを見る

と、近畿ブロックの職員の殆どが「3泊 4 日」のローテー

ションで応援活動を行い、1 日目の午後に新潟県庁に入庁

してから、新潟県職員および研究者より支援内容の位置づ

け及びデータベースの意義についてオリエンテーション

を行う。特に研究者側からは「データ入力の際のお願い」

を用いてデータ入力作業におけるデータの取り扱い方に

ついて注意点を述べ、入力について指導を行う。これをも

とに 2日目は、データの入力・チェック作業を行ってもら

う。3日目は、午前中は作業ができるものの、午後は派遣

元への報告のために柏崎市等へ現地調査を行う。4日目の

午前中は研究者に作業の報告と次の応援職員への引き継

ぎを行い、午後に帰路につく、という流れで近畿ブロック

職員は支援にあたったが、このようなタイトなスケジュー

ルにおいても、1日目のオリエンテーションによってデー

タ入力・データセット作成を円滑に行い、引き継ぐことが

できた 17)。行政職員の事務処理能力は決して低くないた

めに、このようなインストラクションをスケジュール（応

援活動プログラム）の中に、仕組みとして盛り込むことに

よって、応援職員の人的資源を有効活用することができた。 

 

 

４．避難所避難者データセットの作成と問題点 
 

(1) 複数自治体における避難所避難者数データの問題点 

 地図作成を目的としたデータセット作成において、最も

時間と手間がかかったのが「避難所等避難者数（以下、避

難者数）」のデータセットである（図 4）。データセット作

成においては、以下の 4点の大きな問題が立ちはだかった。 

1)広域巨大災害のため、具体的な避難者数データが公表

されるまで数日間～1 週間かかった（避難者数の公表

までには数日間～1週間の空白期があった）。またデー

タの更新間隔についても毎日更新する自治体もあれ

ば、1 週間もしくはそれよりも大きい間隔で更新する

自治体もあった。 

2)被災したそれぞれの自治体において、避難者数の表の

フォーマットと表によって示される情報（変数）が違

うため、各自治体の表をデータセットと照らし合わせ、

突合しながら入力しなければならなかった。 

3)事前に決められたデータフォーマットがなかったの

か、同じ自治体でも、日を追うごとにデータフォーマ

ット自体が変化していった。 

4)地図上で表すためには避難所の座標を特定しなけれ

ばならず、指定避難所や公共的機関以外の個人宅や集

落の集会所などを調べるのに困難を極めた。 

図 4 避難所避難者データを基に作成した地図 

（自組織の情報：避難所、輸送拠点、輸送拠点まで

の距離、インターネット上の情報：通行実績） 
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 以下、それぞれの問題について詳述する。 

 

(2) 避難者数の公表までの空白期とデータ更新間隔 

１）については、阪神・淡路大震災においても最初の数

日間は「約 xxx 人」という概数のみが記されている避難

所・被災地があったが、今回の震災においては震災から数

日間～1週間は「約 xxx 人」「多数」「不明」「避難所等 xxx

箇所（避難者数は表記されず）」なとどいったかたちで表

記されており、被災地での混乱が大きく、孤立集落問題の

発生なども含めて、避難所避難者数の把握に時間がかかっ

たことが伺える。 

またデータの更新について、例えば死者の多い宮城県南

三陸町では、震災後 1 週間ほどした 3 月 20 日に避難所情

報が公開されたものの、その後 5 月 13 日まで 2 ヶ月近く

にわたってデータが更新されなかった。ようやく 5 月 14

日になって 5 月 11 日 11:00 時点でのデータが公開される

ことになった。一方で、同じく多数の死者を出し、人口に

対する死者の割合ではより大きい宮城県女川町では、ほぼ

毎日、避難所避難者数データが更新されているため、単純

に「被害が大きいのでデータが更新できない」わけではな

く、自治体のデータ公表の姿勢の違いや意識差にその原因

があることが考えられる。 

図 5 自治体別の避難所避難者数データフォーマット 

（左上：岩手県、右上：茨城県、 

左下：福島県、右下：宮城県） 



 

 338

 

(3) 自治体ごとに異なるフォーマット 

 自治体ごとに避難者数の表やデータフォーマットが違

い、統一した避難者データセットに入力することが困難で

あった。図 5 左上が岩手県、図 5左下福島県、図 5右上が

茨城県、図 5右下が宮城県の避難者数データである。岩手

県のものは、施設名・避難者数・住所が記入されておりデ

ータセット作成のためには、必要十分な情報が掲載されて

いる。福島県については、避難所ごとに情報更新日時が異

なったり、定員や電話番号、備考などが充実しているが、

住所については記載されていない。茨城県については、市

町村ごとに避難所（略称）と人数が記載されているが、住

所等は記載されていない。また茨城県は表現方法が独特で、

このフォーマットをそのままスキャナなどで読み取って

文字認識の状態でデジタル化してもデータセットにはな

らない。また宮城県については、震災から 2 ヶ月が経過し

た 5 月 11 日まで、そもそも１つの文書ファイルとして避

難者数の情報がまとまっておらず、図 5右下のようにホー

ムページ上に、ある自治体は直接記載され、ある自治体は

自治体ホームページにリンクが張られているというかた

ちであり、宮城県の避難者数の全体像を知るためには多く

のページに飛びながら自分で情報を集約するしかなかっ

た。さらに、県ではなく市町村の自治体のホームページを

見ると、避難所ごとの人数は掲載せずに、避難所の避難者

名簿（実名）をそのまま掲載しているところもあった。 

 これらの異なるデータフォーマットを毎日ダウンロー

ドして、データセット内に入力・集約・更新していく作業

自体に、多くの労力が費やされることになった。特に震災

発生から 2週間くらいまでは、避難所の全容が明らかにな

っていくに従って、毎日大量の新規の避難所が掲載される

ために、新規入力にも多くの時間が費やされた。 

 

(4) 日を追うごとに変化するフォーマット 

 図 6 が岩手県における避難者数のフォーマットの変遷

である。これを見ると、同じ自治体内においても日を追う

ごとにフォーマットが変化していったことがわかる。避難

者数のフォーマットが改良を重ねて、一通り落ちつくまで

には紆余曲折があったことが伺える。また、取り上げられ

ている情報・変数についても変化しており、避難所の所在

地（住所）が掲載されたのは最終版になってからであった。

災害対応という行政サービスの対象者である避難者の全

体像を知るためのフォーマットが事前準備されていない

ことは大きな問題であり、このような岩手県の苦労を見て

も、フォーマットの準備は必要不可欠であることがわかる。 

  

(5) 避難所の座標特定の困難 

 地図を作成するためには、避難所の座標（緯度・経度）

をデータセットに入力することが必要である。避難所につ

図 6 岩手県における 

避難所避難者数データフォーマットの変遷

左上：3月 12 日 21:00 時点 

右上：3月 14 日 21:00 時点 

左下：3月 20 日 15:00 時点 

 

見た目のレイアウトだけでなく、取り上げ

られている情報・変数も変化している 

所在地（住所）があるのは最終版のみ 
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いては、従来から指定避難所になっている学校や、役所・

病院・寺などの公共的機関、番地までの住所等が明記して

あるものは google map などで座標を特定することができ

る。 

 しかし今回の震災では、地域の壊滅的被害によって、

様々な場所に避難所として人々は避難を行った。避難所と

いっても、「○○宅ほか」という個人宅（例：西山宅ほか）、

「○○地区」という地図に掲載されていない地区名（例：

田浜地区（同じ字なし））、「○○集会所」という住所が特

定できないような地域の集会所（しばしば正式名称とは違

う略称）（例：9の 2集会所）、例えば「赤井ローソン前」

という正式名称ではない店舗名、「ながめ」「ももせ」とい

う福祉施設の略称、「たむら」というＪＡの略称、「学校教

員住宅」という特定できない名称、または「キザイの神」

というネットでも全くひっかからない避難所までがあっ

た。これらの多くは、google map 上の地番（大字・字な

どの文字の上）に座標を代表させたり、地番もわからない

ものについては市町村役場に座標を代表させた。また宮城

県・岩手県などについては半島や岬などにおける「○○地

区」「○○浜」「○○岬」は google map や市販の電子地図

に表記されておらず、道路や家枠もないために、半島や岬

において最大集落がある場所に代表させるなどの措置を

とった（例：めばな浜）。 

また誤字・脱字も多く、更新版で学校や寺の名前が修正

されていて初めて座標が同定できるものも少なくなかっ

た（例：後浜神社→跡浜神社、根崎地区→根岬地区）。 

避難所数は、震災から 10 日間で岩手・宮城・福島３県

の避難所数だけで 2,668 箇所にのぼり、1 箇所につき入力

および座標特定で平均 5分と計算すると、合計 222.3 時間

の労力がデータベース構築に費やされることとなった（論

文執筆時点(8 月 25 日)では 3,114 箇所）。また実際には、

座標が不明な避難所については、インターネットやツイッ

ターの情報などを、ありとあらゆる情報を参照しながら座

標を特定していった。そのため 1 箇所について 30 分程度

の時間がかかることもしばしばであった。また、データに

ついては毎日更新作業が必要なため、震災から 10 日間に

おいては 1日について 6～8 人×6～7時間体制で、ひたす

ら避難所データセットを完成・更新させることを目標に、

作業をし続ける必要があった。 

 

(6) 「自治体外避難」という局面の発生 

震災から 1ヶ月半が経過した 4月下旬、避難者数に新た

な動きが見られた。それが「自治体外避難」である。避難

所は「被災自治体内に設置しその自治体内の住民を避難さ

せる」のが通常だが、この災害では「二次避難」（仮設住

宅など安定的な住居が確保するまでの「つなぎ」として、

現在の大部屋型の避難所から個室を中心とした避難所へ

避難すること）の実施の関係もあり、自治体外に住民を避

難させる動きが進んだ。しかも自治体外避難は、「宮城県

東松島市から宮城県美里町」という市町村を越えた避難だ

けでなく、「宮城県気仙沼市から岩手県一関市に避難」と

いう県境を越えても避難をしていた。 

これにより「避難者を自治体外に送り出す自治体」と「避

難者を受け入れる自治体」の双方の文書に、同じ避難所が

記載されるという事態が発生した。双方の文書において避

難所名や人数が整合しているのは稀であり、「双方の文書

に記載されている避難者数が違う」「片方（例えば、送り

先の自治体）の文書にしか自治体外避難の事実もしくは避

難所名・避難者数が記載されていない」などの事態が発生

し、このような事態に対応したデータセットの修正が求め

られた。議論の結果、「文書に記載されている避難所はす

べて入力する」という方針のもと、「送り出す側の自治体」

の文書に記載されている自治体外避難の避難所について

は、避難所名の最初に【(出)自治体外】マークを、「受け

入れ側の自治体」の文書に記載されている自治体外避難の

避難所については、避難所名の最初に【(受)自治体外】マ

ークをつけて区別するとともに、重複、採用（より新しい

更新日時を採用）を判定する列（変数）などを新たに付け

加えることで事態に対処をした。 

 

 

５．避難所避難者データセットの概要 
 

 表 1 が構築された避難所避難者数データベースである。

広域巨大災害における状況認識の統一を実現するために、

「避難者数の把握」を地図で行うためには、表のようなデ

ータセット構築の必要性が明らかになった。 

◆Ａ列 ＩＤ 

◆Ｂ列 自治体外避難かどうか（該当は１） 

Ｃ列 （Ｂ列１）送り出す側か、受け入れ側か 

Ｄ列 （Ｂ列１）送り出し・受け入れの重複（該当は１） 

Ｅ列 （Ｄ列１）どちらのデータを採用するか 

Ｆ列 （Ｄ列１）重複先のＩＤを記入（文字列） 

◆Ｇ列 自治体コード 

◆Ｈ列 避難所名称 

◆Ｉ列 都道府県 

◆Ｊ列 市区町村 

Ｋ列 住所 

Ｌ列 備考（作業メモなどもここに記入） 

◆Ｍ列 緯度（Ｙ座標） 

◆Ｎ列 経度（Ｘ座標） 

Ｏ列 電話番号 

◆Ｐ列 更新日時 

Ｑ列 定員 

◆Ｒ列 出典（県か市町村か） 

◆Ｓ列 避難者数 

◆Ｔ列 状態種別（GIS 上で表示するか） 

Ｕ列 状態変化（直前更新から何が変わっているか） 

Ｖ列～Ｗ列 確認用ＵＲＬ等 

  

変数は 23 変数であり、このうちデータセットとして外

すことができない変数（◆）は 12 種であった。 

これらを基にして、自治体における避難所避難者数のフ

ォーマットの必要条件を考えると、 

1)「避難所名」（まとめずに１避難所１データで） 

2)「避難人数」（約をつけてもよいがデータベースでは

数値のみを入力する） 

3)「更新日時」 

4)「座標を明らかにするためのデータ」（具体的な住所

もしくはそれに準ずる地理的情報を必ず入れる） 

という 4 種類が必要不可決な情報であることが明らかに

なった。また、作業者が地図化をするためのデータセット

を作成する際には、 

 1)「ＩＤ」（一意のもの） 

 2)「自治体外避難の有無とデータの重複判定」 

 3)「避難所名」 

4)「座標」（住所等は最終的に座標を作るための資料） 

 5)「避難人数」 

 6)「更新日時」 

 7)「データ出典」（更新作業に関わる） 

 8)「状態種別」（GIS で表示か非表示かの別） 

9)「備考」（作業メモなどを多く書き込む必要あり） 

という 9 種類が必要不可欠な情報であることが明らかに

なった。 
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 また表 2など、出典更新状況についても確認する一覧を

作成することが、効果的・効率的にデータセット更新作業

をする際には必要である。 

 

 

６．避難所避難者データセットの更新 
 

避難所データセットの更新については、「避難所更新作

業手順」というパワーポイントファイルをもとにしたマニ

ュアルを作成して、誰でもデータセットの更新ができるよ

うな仕組みにした。全 4 ステップ（13 の小ステップ）か

らなるもので、1)更新すべき資料を同定・収集する（a 前

日までの更新状況を確認する、b 入力データを収集する、

c出典更新状況をまとめる(表 2)）、2)作業用シートを準備

する（aマスターシートとは別名で作業用シートを作成す

る、b 作業用の追加列挿入・セルの色づけを行う）、3)作

業用シートにデータを入力する（a入力市町村を選択する、

b 更新入力をする、c 新規入力をする、d 作業用シートを

管理者に納品する）、4)データを統合する（a 管理者がデ

ータセットを更新する、b ArcGIS に読み込む、cシェイプ

ファイルを作成する、d Mxd ファイルを作成・保存する）

というステップを踏んでデータセットが更新できるよう

な工夫を行った。 

 
 
７．データセットによって作成された地図の活用と

今後の展開 
  
 本研究において作成したデータセットをもとにして作

られた地図は、そのままＡ３用紙およびプロッターによっ

て打ち出され、政府の災害対策本部に貼付・更新され、首

相をはじめとする災害対策本部員が全体状況を把握・認識

し意思決定を行う際の基礎資料として使われた。特に「県

単位でまとめられた数値や、各自治体で異なる表だけでは、

一体どこに避難者が集中しているか、空間的にどう偏在し

ているかが全くわからないが、地図を見ることによって、

現時点でどこに避難者が多く存在し、どの物流拠点をもと

にどの交通網を選択すれば物資が配送できるのかの判断

基準となった」「日々情報が更新されており、過去の資料

と見比べることによって避難者の増減と滞留場所の変化

を知ることができた」との成果を得ることができた。また

地図をもとに「統合した避難者データセットを使わせても

らいたい」「避難者と別の情報を地図上で重ねあわせてほ

しい」といった各省庁からの依頼もあり、例えば国土交通

省・厚生労働省・防衛省などといった各省が全体像を知り

意思決定を行うための基礎情報として活用された。本研究

は、散在する情報をデータセットとしてまとめ地図化する

ことによって全体像を明らかにするという支援活動を行

う中で、現実として行政における被害・災害対応データが

紙ベースで行われていることなどそのデータの特徴につ

いて整理をして、複数自治体における異なるフォーマット

においてデータ入力・データセット作成のあり方について

論じ、更に必要となるデータセット・データ更新のあり方

についても論じてきた。 

本研究は、このような現実問題を解決する中で、問題解

決のあり方を示してきたが、本来はもともとこのような考

え方のもとに紙ベースなら紙ベースであっても、そのデー

タをデジタルにデータセット化するための仕組みや体制

を整えておくべきである。本研究においても、事前のフォ

ーマットの準備や応援行政職員に対するデータベース研

修プログラムの必要性や、避難所避難者データベースのあ

り方について提案してきたが、今後この具体化に向けて活

動を続けていきたい。また、EMT は内閣府の活動拠点は閉

じたが、地図は、長期にわたる生活再建における全体像の

共有においても必要である。内閣府 EMT が閉鎖して約 1

ヶ月後 5 月 26 日における避難所位置関係図を見ると(図

表 1 構築した避難所避難者データセット 
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7)、内陸部への避難、自治体外避難が進み、避難者対策も

新たなフェーズへ入っていることが地図から読み取れる。

現在（8 月 25 日時点）は、岩手県の災害対策本部の中に

EMT を作り、被災者の長期的な生活再建を支援するための

EMT 活動を続け、各自治体におけるデータセット作成を行

っている。今後は、避難所避難者以外の、長期的生活再建

支援に必要な基礎的データセットについても、その特徴と

あるべき姿について明らかにしていきたい。 
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